
土
壌
汚
染
調
査
・
対
策
受
注
件
数
の
約
８
割
が
カ
ー
ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト
付
き
に
―
―
。
昨
年
３
月
か
ら
カ
ー
ボ
ン
オ

フ
セ
ッ
ト
付
き
土
壌
汚
染
調
査
・
対
策
事
業
を
国
内
で
初
め
て
開
始
し
た
エ
イ
チ
テ
ッ
ク
（
広
島
県
福
山
市
）
は
昨
年

１２
月
ま
で
の
実
施
結
果
を
ま
と
め
、
土
壌
汚
染
調
査
・
対
策
受
注
件
数
１
１
１
件
の
う
ち
７８
％
に
当
た
る
８７
件
が
カ
ー

ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト
付
き
だ
っ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
土
壌
汚
染
調
査
・
対
策
事
業
に
お
い
て
も
地
球
温
暖
化
防
止

に
向
け
た
付
加
サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
関
心
の
高
さ
が
表
れ
る
結
果
と
な
っ
た
。

ブ
ナ
の
木
６
０
１
２
本
分
に

相
当
す
る
Ｃ
Ｏ
２
削
減
量

こ
の
サ
ー
ビ
ス
は
、
発
注

者
か
ら
受
注
し
た
土
壌
汚
染

調
査
・
対
策
業
務
で
使
用
す

る
機
材
運
搬
時
の
ト
ラ
ッ
ク

や
現
地
で
の
調
査
機
材
等
の

燃
料
消
費
に
伴
っ
て
発
生
す

る
Ｃ
Ｏ
２
を
対
象
に
し
て
、

同
社
の
負
担
で
第
三
者
か
ら

調
達
す
る
排
出
権
等
を
使
っ

て
カ
ー
ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト
す

る
も
の
。
発
注
者
に
は
、
カ

ー
ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト
実
施
証

明
書
が
発
行
さ
れ
る
。

昨
年
３
月
か
ら
１０
カ
月
間

で
削
減
し
た
Ｃ
Ｏ
２
は
、
延

べ
６６
㌧

Ｃ
Ｏ
２
に
達
し

た
。
こ
れ
は
ブ
ナ
の
木
が
１

年
間
に
吸
収
す
る
量
（
１１
㌔

グ
ラ
ム
）
か
ら
試
算
す
る

と
、
６
０
１
２
本
分
に
相
当

す
る
量
に
な
る
。
中
間
段
階

で
の
実
施
状
況
だ
が
、「
年

間
で
は
８０
㌧

Ｃ
Ｏ
２
近
く

に
な
る
の
で
は
な
い
か
」
と

同
社
の
岡
田
宏
社
長
は
話

し
、
当
初
目
標
の
Ｃ
Ｏ
２
量

８０
㌧‐

Ｃ
Ｏ
２
の
達
成
に
自

信
を
見
せ
る
。

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
、
調

査
・
対
策
業
務
発
注
後
、
現

場
へ
の
運
搬
距
離
と
稼
動
日

数
か
ら
算
定
す
る
。
例
え

ば
、
大
阪
府
庁
で
の
土
壌
汚

染
調
査
に
同
社
班
が
１
台
、

パ
ー
ト
ナ
ー
企
業
（
試
算
で

は
山
陽
建
設
工
業
）
班
１
台

の
合
計
２
台
が
３
日
間
稼
動

す
る
と
仮
定
し
た
場
合
、
機

材
・
人
員
運
搬
に
付
帯
す
る

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
、
同
社
〜

大
阪
府
庁
の
距
離
（
往
復
４

７
５
・
８
㌔
メ
ー
ト
ル
）、

山
陽
建
設
工
業
〜
大
阪
府
庁

の
距
離
（
同
４
１
１
・
０
㌔

メ
ー
ト
ル
）
の
合
計
距
離
が

８
８
６
・
８
㌔
メ
ー
ト
ル

（
有
料
道
路
使
用
）
と
な

り
、
機
材
・
人
員
に
付
帯
す

る
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
５
５

７
・
６２
㌔
グ
ラ
ム

Ｃ
Ｏ
２

と
な
る
。
こ
れ
に
、
ボ
ー
リ

ン
グ
マ
シ
ー
ン
な
ど
現
場
で

の
調
査
業
務
に
付
帯
す
る
Ｃ

Ｏ
２
排
出
量
（
稼
働
台
数
２

台
、
日
数
３
日
）
１
８
２
・

３６
㌔
グ
ラ
ム

Ｃ
Ｏ
２
を
加

算
す
る
と
、
同
調
査
業
務
の

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
、
合
計
７

４
０
㌔
グ
ラ
ム

Ｃ
Ｏ
２
と

算
定
さ
れ
る
。

自
社
負
担
も
意
に
介
さ
ず

こ
の
排
出
量
に
つ
い
て
第

三
者
か
ら
排
出
権
を
調
達
し

て
相
殺
し
、
発
注
者
に
対
し

て
カ
ー
ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト
実

施
証
明
書
を
発
行
す
る
。
排

出
量
算
定
の
原
単
位
は
、
使

用
す
る
ボ
ー
リ
ン
グ
マ
シ
ー

ン
の
変
更
な
ど
で
変
わ
る
こ

と
も
あ
る
が
、
移
動
距
離
の

算
定
や
機
材
使
用
に
よ
る
排

出
量
の
算
定
式
も
社
内
で
マ

ニ
ュ
ア
ル
化
し
て
い
る
。

第
三
者
か
ら
調
達
す
る
排

出
権
は
、
同
社
が
自
己
負
担

で
調
達
す
る
が
、「
環
境
対

策
の
意
識
を
持
つ
発
注
者
に

受
け
入
れ
て
も
ら
え
る
な

ら
」
と
意
に
介
さ
な
い
。
実

際
、
受
注
件
数
に
占
め
る
割

合
が
８
割
近
く
に
も
達
し
て

お
り
、
こ
の
付
加
価
値
が
発

注
者
側
に
対
す
る
ア
ピ
ー
ル

に
な
っ
て
い
る
こ
と
は
疑
い

が
な
い
。
同
社
で
は
、
今
後

も
さ
ら
に
認
知
度
を
上
げ
て

い
き
た
い
と
し
て
い
る
。

土土
壌壌
汚汚
染染
対対
策策
等等
のの
８８
割割
がが

カカ
ーー
ボボ
ンン
オオ
フフ
セセ
ッッ
トト
付付
きき
Ｈ‐ＴＥＣ
が実施結果

（5）平成23年（2011年）3月9日（水曜日）


